
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．平成１５年度調査結果 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注記】 

本文及び図中の構成比に関する数字は、小数点以下第２位を四捨五入して、小数点以下第１位

までを有効数字として表章した。 

したがって、構成比の合計数字が 100％とならない場合がある。 

 



－7－ 

0 20 40 60 80 100

（ｎ＝1,473）
総　数

（％）

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

30代（39.1％） 40代（22.2％）

50～54歳～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

55～59歳

60歳以上

無回答

※）地域別集計は、地域が不詳の
　　ものを除く。

（ｎ＝1,080）

（ｎ＝391）

住宅の
建て方別

地域別

【世帯主の年齢】

（平均　44.4歳）

（平均　44.2歳）

（平均　44.7歳）

（平均　44.7歳）

（平均　44.0歳）

戸建住宅

共同住宅等

三大都市圏

その他の地域

6.4

17.9 21.2 13.0 9.2 8.7 8.2 14.6

0.7

7.0

18.4 20.7 12.3 9.3 8.8 8.8 14.0

0.6

4.9

16.6 22.8 14.8 9.0 8.4

6.6

16.4

0.5

5.7

17.0 23.0 12.5 9.6 7.87.8 15.8

0.7

7.5

19.1 19.0 13.7 8.6 8.79.8 13.1

0.6

50代（16.9％）

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

30代（47.7％） 40代（20.7％） 50代（13.0％）

（％）

マイホーム新築融資
利用者世帯
（全国）

4.95.7

7.37.912.821.226.513.7

（平均　39.3歳）

出典：平成15年度公庫融資利用者調査報告

　　　－マイホーム新築融資編－

　　　（住宅金融公庫）

※1）凡例は、上のグラフに同じ
※2）平成15年度にマイホーム新築融資の借入申込
　　を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受け
　 た者（ただし、土地資金の融資対象資格のある者
　　及び住まいひろがり特別住宅（親族居住型）を除
　　く。）を調査対象としている。

【参考】

（％）

マンション購入融資
利用者世帯
（全国）

出典：平成15年度公庫融資利用者調査報告

　　　－マンション購入融資編－

　　　（住宅金融公庫）

※1）凡例は、上のグラフに同じ
※2）平成15年度にマンション購入融資の借入申込
　　を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受
　　けた者（ただし、住まいひろがり特別住宅（親族
　　居住型）を除く。）を調査対象としている。

（平均　37.0歳）

19.7 28.6 20.7 12.5 7.4 5.6

3.1
2.5

30代（49.3％） 40代（19.9％） 50代
（8.7％）

Ⅱ．平成１５年度調査結果 
 

１．対象とした評価住宅について 

（１）対象とした評価住宅に居住する世帯について 

■世帯主の年齢：30 代が約４割を占めている 

 
・ 対象とした評価住宅に居住する世帯の世帯主の年齢は、30 代が 39.1％で最も多く、40 代

（22.2％)、50代（16.9％）と続いている。 

・ 対象とした評価住宅に居住する世帯の世帯主の平均年齢は 44.4 歳である。 

・地域別にみた世帯主の平均年齢は、三大都市圏で 44.2 歳、その他の地域で 44.7 歳であり、

住宅の建て方別にみた世帯主の平均年齢は、戸建住宅で 44.7歳、共同住宅等で 44.0歳とな

っている。なお、公庫融資を利用した世帯主の平均年齢は、マイホーム新築融資で 39.3 歳、

マンション購入融資で 37.0 歳となっており、対象とした評価住宅に居住する世帯の世帯主

は、これらに比べてやや年齢層が高くなっている。 



－8－ 

0 20 40 60 80 100

2.2 （平均　3.8人）

15.9 24.9 32.0 25.0

0 20 40 60 80 100（％）

（％）

20.1 36.4 24.3 16.2

3.0（平均　2.5人）

マイホーム新築融資
利用者世帯
（全国）

【参考】

マンション購入融資
利用者世帯
（全国）

出典：平成15年度公庫融資利用者調査報告

　　　－マイホーム新築融資編－

　　　（住宅金融公庫）

※1）凡例は、上のグラフに同じ
※2）平成15年度にマイホーム新築融資の借入申込
　　を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受け
　 た者（ただし、土地資金の融資対象資格のある者
　　及び住まいひろがり特別住宅（親族居住型）を除
　　く。）を調査対象としている。

出典：平成15年度公庫融資利用者調査報告

　　　－マンション購入融資編－

　　　（住宅金融公庫）

※1）凡例は、上のグラフに同じ
※2）平成15年度にマンション購入融資の借入申込
　　を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受
　　けた者（ただし、住まいひろがり特別住宅（親族
　　居住型）を除く。）を調査対象としている。

0 20 40 60 80 100

１人

２人

３人

４人

５人以上

無回答

（平均　3.1人）

（ｎ＝1,473）

総　数

（平均　2.9人）

（平均　3.4人）

（平均　3.4人）

（平均　2.5人）

1.4

【世帯人員】

戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

三大都市圏
※）地域別集計は、地域が不詳の
　　ものを除く。

（ｎ＝1,080）

その他の地域

（ｎ＝391）

住宅の
建て方別

地域別

（％）

8.6 28.8 26.0 24.4 11.4

0.8

10.0 31.9 24.9 22.0 10.3

0.9

4.6

20.5 29.2 30.9 14.6

0.3

21.6 26.6 31.7 17.8

0.8

17.7 38.1 25.2 15.1

3.1
0.8

 

■世帯人員：３人以上のファミリー世帯が約６割を占めている 

 
・ 対象とした評価住宅に居住する世帯の世帯人員は、2人が28.8％で最も多く、3人（26.0％）、

4人(24.4％）と続いており、3人以上の世帯で 61.8％を占めている。 

・ 公庫のマイホーム新築融資を利用した世帯の世帯人員は、4人が 32.0％で最も多く、5人以

上（25.0％）、3人（24.9％）と続いており、3人以上の世帯は 81.9％となっている。 

・ 対象とした評価住宅に居住する世帯の平均世帯人員は 3.1 人／世帯である。 

・地域別に３人以上の世帯の割合をみると、三大都市圏が 57.2％、その他の地域が 74.7％と

なっている。 

・住宅の建て方別にみると、戸建住宅では、４人世帯が 31.7％で最も多く、共同住宅等では、

２人世帯が 38.1％で最も多くなっている。 

・なお、公庫融資を利用した世帯の平均世帯人員は、マイホーム新築融資で 3.8 人、マンショ

ン購入融資で 2.5 人となっている。 

 



－9－ 

0 20 40 60 80 100 （％）

【世帯の年収】

（ｎ＝1,473）

総　数

200万円未満

200～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～700万円未満

700～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000万円以上

無回答
（ｎ＝391）

三大都市圏
（ｎ＝1,080）

その他の地域

地域別

※）地域別集計は、地域が不詳の
　　ものを除く。戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

住宅の
建て方別

1.2
2.2 5.2

8.6 21.6 28.2 15.8

3.1
1.8

12.4

1.3
1.9
4.8

8.5 21.9 27.5 16.7

3.3
2.2

11.9

0.8
3.1 6.4

8.7 21.0 30.4 13.3

2.6
0.5

13.3

1.0
2.2
4.9

8.3 22.4 29.5 15.7

2.3
1.6

12.2

1.4
2.2 5.6

8.9 20.5 26.6 16.0

4.2
2.0

12.6

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100（％）

1.0

0.6

11.4 21.9 34.9 21.8 6.4

（％）

マイホーム新築融資
利用者世帯
（全国）

【参考】 出典：平成15年度公庫融資利用者調査報告

　　　－マイホーム新築融資編－

　　　（住宅金融公庫）

※1）凡例は、上のグラフに同じ。ただし、「2,000万円
　　以上」の区分はない（「1,500万円以上」に含む）。
※2）平成15年度にマイホーム新築融資の借入申込
　　を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受け
　 た者（ただし、土地資金の融資対象資格のある者
　　及び住まいひろがり特別住宅（親族居住型）を除
　　く。）を調査対象としている。

出典：平成15年度公庫融資利用者調査報告

　　　－マンション購入融資編－

　　　（住宅金融公庫）

※1）凡例は、上のグラフに同じ。ただし、「2,000万円
　　以上」の区分はない（「1,500万円以上」に含む）。
※2）平成15年度にマンション購入融資の借入申込
　　を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受
　　けた者（ただし、住まいひろがり特別住宅（親族
　　居住型）を除く。）を調査対象としている。

マンション購入融資
利用者世帯
（全国）

0.4
2.2

13.8 21.7 34.3 20.0 4.9

0.7
3.8

  

■世帯の年収（平成 15 年）：700～1,000 万円の世帯が約３割を占めている 

 
・ 対象とした評価住宅に居住する世帯の平成 15年の年収は、700～1,000万円未満が 28.2％で

最も多く、500～700 万円未満（21.6％）、1,000～1,500 万円未満（15.8％）と続いている。 

・地域別にみると、三大都市圏、その他の地域ともに、700～1,000 万円未満の世帯の割合が

最も大きくなっている（三大都市圏で 27.5％、その他の地域で 30.4％）。 

・住宅の建て方別にみても、戸建住宅、共同住宅等ともに、700～1,000 万円未満の世帯の割

合が最も大きくなっており（戸建住宅で 29.5％、共同住宅等で 26.6％）、住宅の建て方に

よる世帯の年収分布に大きな差異はみられない。 

・なお、公庫融資を利用した世帯の年収は、マイホーム新築融資、マンション購入融資ともに、

500～700 万円未満が最も多く（マイホーム新築融資で 34.3％、マンション購入融資で 34.9

％）、対象とした評価住宅に居住する世帯の年収は、これに比べて高水準にあることに

なる。 

 



－10－ 

0 20 40 60 80 100

【65歳以上の高齢者・要介護者の同居状況】

（％）

住んでいる

住んでいない

無回答

16.9
（ｎ＝1,473）

総　数

戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

三大都市圏
（ｎ＝1,080）

その他の地域

（ｎ＝391）

住宅の
建て方別

地域別

82.5

0.6

17.0 82.2

0.7

16.6 83.1

0.3

20.4 79.0

0.6

12.4 86.9

0.6

※）地域別集計は、地域が不詳の
　　ものを除く。

65歳以上の高齢者の同居状況

0 20 40 60 80 100 （％）

持ち家世帯
（全国）

出典：

平成15年住宅・土地統計調査速報集計結果
（総務省）

※）凡例は、上のグラフに同じ。ただし、
　　 要介護者の同居状況は含んでいない
　　 ことに注意を要する。

48.0 52.0

【参考】

 

■高齢者等の同居状況：約２割の世帯に高齢者又は要介護者が同居している 

 
・ 対象とした評価住宅に居住する世帯のうち、65 歳以上の高齢者・要介護者が同居している

世帯は、16.9％となっている。 

・高齢者・要介護者が同居している世帯の割合を地域別にみると、三大都市圏で 17.0％、そ

の他の地域で 16.6％となっている。 

・住宅の建て方別では、戸建住宅で 20.4％、共同住宅等で 12.4％となっている。 

 



－11－ 

0 20 40 60 80 100

■住宅の建て方別／現在の住宅の形式

注文住宅

分譲住宅

無回答
（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

（％）

戸建住宅

共同住宅等

（613） （216）

（1）

（643）

※（　）は実数

73.9 26.0

100.0

0.1

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

■居住形態

【住宅の建て方】

【住宅の形式】

（％）

戸建住宅

共同住宅等

無回答

（％）

無回答

注文住宅

分譲住宅

（ｎ＝1,473）

総　数

三大都市圏
（ｎ＝1,080）

その他の地域

（ｎ＝391）

地域別

43.756.3

51.548.5

58.341.6

69.530.4

27.672.4

22.377.7

（ｎ＝1,473）

総　数

三大都市圏
（ｎ＝1,080）

その他の地域

（ｎ＝391）

地域別

0.1

0.1

※）地域別集計は、地域が不詳の
　　ものを除く。

※）地域別集計は、地域が不詳の
　　ものを除く。

（２）居住形態 

【住宅の建て方】 ■対象住宅は、戸建住宅、共同住宅等をそれぞれほぼ半数ずつとした 

【住宅の形式】 ■注文住宅が約４割、分譲住宅が約６割である  

 
・ 現在の住宅の建て方は、調査サンプルの抽出時に、戸建住宅と共同住宅等についてそれぞれ

ほぼ半数ずつのサンプルが得られるように、あらかじめサンプル数を割り振ったため、回収

された割合もほぼ半数ずつとなっている（｢戸建住宅」が56.3％、｢共同住宅等」は43.7％で

ある）。 

・ 現在の住宅の形式をみると、「注文住宅」が 41.6％、「分譲住宅」が 58.3％となっている。 

・また、住宅の建て方別に住宅の形式をみると、戸建住宅では、約３／４（73.9％）が「注文

住宅」、約１／４（26.0％）が「分譲住宅」である一方、共同住宅等では、すべてが「分譲

住宅（100.0％）」である。 

 



－12－ 

0 20 40 60 80 100

三大都市圏
（ｎ＝1,080）

総　数
（ｎ＝1,473）

その他の地域
（ｎ＝391）

（％）

平成15年10月～12月
（入居３ヶ月以上６ヶ月未満）

平成15年7月～9月
（入居６ヶ月以上９ヶ月未満）

平成16年1月～
（入居３ヶ月未満）

～平成15年3月
（入居１年以上）

不明

平成15年4月～6月
（入居９ヶ月以上１年未満）

■評価住宅への入居時期

※）地域別集計は、地域が不詳の
　　 ものを除く。

地域別

10.8 26.7 11.2 31.4 19.6

0.3

11.0 26.5 11.6 30.9 19.7

0.3

10.2 27.1 10.2 33.0 19.2

0.3

（３）評価住宅への入居時期 

■入居１年未満が約半数、入居１年以上が約３割となっている 

 
・ 対象とした評価住宅への入居時期をみると、「～平成 15年３月（入居１年以上）」が 31.4

％で最も多く、「平成 15年７～９月（入居６ヶ月以上９ヶ月未満）」の 26.7％、「平成 15

年４～６月（入居９ヶ月以上１年未満）」の 11.2％と続いており、入居１年未満が 49.0％

となっている。 



－13－ 

0 20 40 60 80 100 （％）

【参考】　住宅の建設費

マイホーム新築融資
利用住宅
（全国）

23.6 30.5 24.3 12.4 （平均　2,502.6万円）

5.4 0.7
3.1

出典：平成15年度公庫融資利用者調査報告－マイホーム新築融資編－（住宅金融公庫）

※）平成15年度にマイホーム新築融資の借入申込を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受け
　　 た者（ただし、土地資金の融資対象資格のある者及び住まいひろがり特別住宅（親族居住型）を
　　 除く。）を調査対象としている。

～2,500万円未満

～3,000万円未満

2,000万円未満

～4,000万円未満

～5,000万円未満

～3,500万円未満 5,000万円以上

0 20 40 60 80 100

三大都市圏
（ｎ＝328）

総　数
（ｎ＝613）

その他の地域
（ｎ＝283）

（％）

～2,500万円

～3,000万円

～2,000万円

～4,000万円

～5,000万円

～3,500万円

6,000万円超

無回答

～6,000万円

（平均　3,140万円）

（平均　2,920万円）

■注文住宅の建築費

（平均　3,040万円）

※）地域別集計は、地域が不詳のものを除く。

地域別

10.1 18.3 22.3 11.3 8.5 7.7

1.5
0.7

19.7

10.4 18.0 20.4 9.5 10.1 9.8

2.1
0.6

19.2

9.9 18.7 24.7 13.1 6.7 5.3

0.7
0.7

20.1

（４）取得した評価住宅の価格 

① 注文住宅の建築費 

■対象とした評価住宅（注文住宅）の建築費は、平均 3,040 万円であり、3,000 万円までの住

宅で約半数を占めている 

■三大都市圏における注文住宅の建築費は 3,140 万円、その他の地域の建築費は 2,920 万円

となっている 

■世帯の年収にほぼ比例して、住宅の建築費が高くなる傾向にある 

 
・ 対象とした評価住宅（注文住宅）の建築費は、平均 3,040 万円であり、価格帯別にみると、

｢～ 3,000 万円」が 22.3％で最も多く、｢～ 2,500 万円（18.3％）」、｢～ 3,500 万円（11.3

％)」と続いており、～ 3,000 万円で約半数（50.7％）を占めている。 

・また、対象とした評価住宅（注文住宅）の建築費を地域別にみると、三大都市圏が平均 3,140

万円、その他の地域が平均 2,920 万円となっている。 
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0 20 40 60 80 100

■世帯の年収別／注文住宅の建築費

（％）

～2,500万円

～3,000万円

～2,000万円

※）年収の「無回答」は掲載していない。

～4,000万円

～5,000万円

～3,500万円

6,000万円超

無回答

～6,000万円

～500万円未満
（ｎ＝99）

（平均　2,670万円）

500～700万円未満
（ｎ＝128）

（平均　2,620万円）

700～1,000万円未満
（ｎ＝181）

（平均　3,030万円）

1,000～1,500万円未満
（ｎ＝92）

（平均　3,580万円）

1,500万円以上
（ｎ＝31）

（平均　4,410万円）

19.2 28.3 24.2 10.1

6.1 5.1

7.1

15.6 26.6 27.3

5.5

6.3

1.6

17.2

7.7 20.4 26.0 14.9 9.9 8.3

1.1 0.6

11.0

5.4

9.8 19.6 21.7 15.2 15.2

3.3 2.2

7.6

6.5 19.4 9.7 6.5 29.0 12.9

3.2

12.9

 

・ 対象とした評価住宅に居住する世帯の年収別に注文住宅の建築費をみると、ほぼ、年収が多

くなるにつれて、建築費が高くなる傾向にある（世帯年収 500 万円未満の世帯の平均建築費

が 2,670 万円であるのに対して、世帯年収 1,500 万円以上の世帯の平均建築費は 4,410 万円

である）。 

 



－15－ 

0 20 40 60 80 100 （％）

■分譲住宅の購入価格

～2,500万円

～3,000万円

～2,000万円

～4,000万円

～5,000万円

～3,500万円

（平均　3,840万円）

（平均　3,930万円）

6,000万円超

無回答

～6,000万円

3.0 4.9

17.2

2.3

14.7 13.9 12.2 17.8 8.18.1

14.4 13.2 12.0 18.5 8.97.1

16.715.7 18.5 13.9 13.08.3

5.5

18.2

2.8 0.9

10.2 （平均　3,260万円）

三大都市圏
（ｎ＝751）

総　数

（ｎ＝859）

その他の地域
（ｎ＝108）

地域別

（平均　3,562.3万円）

（平均　3,216.3万円）

～3,000万円未満

2,000万円未満 ～6,000万円未満～4,000万円未満

～5,000万円未満 6,000万円以上

0 20 40 60 80 100 （％）

【参考】　分譲住宅の購入価額

①建売住宅購入融資
　 利用住宅（全国）

出典：①平成15年度公庫融資利用者調査報告－建売住宅購入融資編－（住宅金融公庫）
…平成15年度に建売住宅購入融資の借入申込を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受け
　 た者（ただし、住まいひろがり特別住宅（親族居住型）を除く。）を調査対象としている。

②平成15年度公庫融資利用者調査報告－マンション購入融資編－（住宅金融公庫）
…平成15年度にマンション購入融資の借入申込を行い、平成16年3月31日までに融資承認を受け
　 た者（ただし、住まいひろがり特別住宅（親族居住型）を除く。）を調査対象としている。

2.6 5.3 2.2

25.6 45.2 19.0

0 20 40 60 80 100 （％）

②マンション購入融資
　 利用住宅（全国）

4.4 3.0 1.2

42.0 38.7 10.7

② 分譲住宅の購入価格 

■対象とした評価住宅（分譲住宅）の購入価格は、平均 3,840 万円であり、4,000 万円まで

の住宅で約半数を占めている 

■三大都市圏における注文住宅の建築費は 3,930 万円、その他の地域の建築費は 3,260 万円

となっている 

■世帯の年収にほぼ比例して、住宅の購入価格が高くなる傾向にある 

 
・ 対象とした評価住宅（分譲住宅）の購入価格は、平均 3,840 万円であり、価格帯別にみると、

｢～ 5,000万円」が17.8％で最も多く、｢～ 3,000万円（14.7％)」、｢～ 3,500万円（13.9％)」、

｢～ 4,000万円（12.2％）」と続いており、～4,000 万円で約半数（51.9％）を占めている。 
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0 20 40 60 80 100

（ｎ＝153）

（ｎ＝190）

（ｎ＝235）

（ｎ＝141）

（ｎ＝ 41）

～500万円未満

500～700万円未満

700～1,000万円未満

1,000万円～1,500万円未満

1,500万円以上

（平均　3,230万円）

（平均　3,300万円）

（平均　3,890万円）

（平均　4,680万円）

（平均　5,100万円）

（％）

■世帯の年収別／分譲住宅の購入価格

～2,500万円

～3,000万円

～2,000万円

※）年収の「無回答」は掲載していない。

～4,000万円

～5,000万円

～3,500万円

6,000万円超

無回答

～6,000万円

10.5 18.3 22.9 12.4 8.5 11.1

3.9
3.3

9.2

3.7

13.2 19.5 22.6 14.7 12.1

2.1 0.5

11.6

0.4 5.1

14.0 19.1 14.9 26.0 7.2

2.6

10.6

0.7 2.1

6.4

5.7

14.9 31.2 20.6 11.3 7.1

2.4

9.8

2.4

14.6 9.8 26.8 22.0 12.2

 
・また、対象とした評価住宅（分譲住宅）の購入価格を地域別にみると、三大都市圏が平均

3,930 万円、その他の地域が平均 3,260 万円となっている。 

・ 対象とした評価住宅に居住する世帯の年収別に分譲住宅の購入価格をみると、注文住宅の建

築費と同様に、ほぼ、年収が多くなるにつれて、購入価格が高くなる傾向にある（世帯年収

500 万円未満の世帯の平均建築費が 3,230 万円であるのに対して、世帯年収 1,500 万円以上

の世帯の平均建築費は 5,100 万円である）。 
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0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

無回答
（ｎ＝1,473）

■現在の住宅の形式別／住宅性能評価書の保持状況

（％）

（ｎ＝1,473）

持っている

持っていない

（％）

総　数

総　数

注文住宅

注文住宅

分譲住宅

分譲住宅

（ｎ＝613）

（ｎ＝859）

（ｎ＝613）

（ｎ＝859）

【設計住宅性能評価書】

【建設住宅性能評価書】

※）現在の住宅の形式は、
　「無回答」を除く。

76.5 14.1 9.4

76.7 14.5 8.8

76.4 13.7 9.9

75.6 14.8 9.6

76.7 14.4 9.0

74.9 15.1 10.0

２．住宅性能評価書の保持状況等について 

（１）住宅性能評価書の保持状況 

■約３／４の居住者が、設計住宅性能評価書、建設住宅性能評価書を手元に持っている 

■建設住宅評価書については、分譲住宅に比べて注文住宅に居住する世帯の方が、評価書を

手元に持っている割合が高くなっている 

 
・ 設計住宅性能評価書の保持状況をみると、｢持っている」が 76.5％、｢持っていない」が 14.1

％となっている。また、建設住宅性能評価書の保持状況をみても、「持っている」が 75.6

％、｢持っていない」が14.8％となっており、設計住宅性能評価書、建設住宅性能評価書と

もに、約３／４の居住者が「持っている」としている。 

・これを住宅の形式別にみると、設計住宅性能評価書を持っている割合については、注文住

宅と分譲住宅でほぼ同程度（「注文住宅」で 76.7％、「分譲住宅」で 76.4％）であるの

に対して、建設住宅性能評価書を持っている割合については、分譲住宅に比べて注文住宅

の方が、「持っている」と答えた者の割合が高くなっている（「注文住宅」で 76.7％、「分

譲住宅」で 74.9％） 
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0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

【住宅紛争処理支援センターからのご案内】

（％）

【指定住宅紛争処理機関のご案内】

（％）

無回答

受け取った

受け取っていない

■現在の住宅の形式別／紛争処理手続き案内等資料の授受状況

（ｎ＝1,473）

（ｎ＝1,473）

総　数

総　数

注文住宅

注文住宅

分譲住宅

分譲住宅

（ｎ＝613）

（ｎ＝859）

（ｎ＝613）

（ｎ＝859）

※）現在の住宅の形式は、
　「無回答」を除く。

52.6 36.7 10.7

51.9 37.5 10.6

53.2 36.1 10.7

52.1 36.0 11.9

49.9 37.7 12.4

53.8 34.7 11.5

 

（２）紛争処理手続き案内等の授受状況 

■約半数の居住者が、紛争処理手続き案内等の資料を評価機関等から受け取っている 

■注文住宅に比べて分譲住宅に居住する世帯の方が、紛争処理手続き案内等の資料を受け取

っている割合が高くなっている 

 
・ ｢住宅紛争処理支援センターからのご案内」の授受状況をみると、｢受け取った」が 52.6％、

｢受け取っていない」が 36.7％となっている。また、｢指定住宅紛争処理機関のご案内」に

ついても、｢受け取った」が 52.1％、｢受け取っていない」が 36.0％となっており、これら

の紛争処理手続き案内等の資料を約半数の居住者が受け取っていることになる。 

・これを住宅の形式別にみると、｢住宅紛争処理支援センターからのご案内」、｢指定住宅紛争

処理機関のご案内」ともに、注文住宅に比べて分譲住宅の方が、「受け取った」と答えた者

の割合が高くなっている（住宅紛争処理支援センターからのご案内：「注文住宅」（51.9

％）「分譲住宅」（53.2％）、指定住宅紛争処理機関のご案内：「注文住宅」（49.9％）「分

譲住宅」（53.8％））。 
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0 20 40 60 80 100（％）

0 20 40 60 80 100

総　数

【現在の住宅の建て方別】

無回答

内容もだいたい
知っている

■住宅性能表示制度の認知度

（％）

名前くらいは
知っている

まったく知らない

知っている〈87.9％（1,294）〉

知っている〈88.6％〉

知っている〈87.0％〉

知っている〈88.9％〉

知っている〈87.1％〉

（779） （515） （138）

（41）

※１）（　　）は実数

※２）現在の住宅の形式は、
　　「無回答」を除く。（ｎ＝830）

共同住宅等

戸建住宅

（ｎ＝643）

（ｎ＝613）

分譲住宅

注文住宅

（ｎ＝859）

【現在の住宅の形式別】

（ｎ＝1,473）

2.8

52.9 35.0 9.4

61.0 27.6 8.6

66.4 22.5 8.3

42.5 44.5 10.4

43.3 43.8 10.1

2.9

2.6

2.8

2.8

３．住宅性能表示制度の認知状況等について 

（１）住宅性能表示制度の認知度と制度を知った媒体 

■約９割の居住者が、住宅性能表示制度を知っている（内容もだいたい知っていると答えた

居住者は約５割） 

■住宅性能表示制度を知るときに役に立った媒体は、多い順に「住宅供給者」「住宅情報誌・

一般雑誌等」「パンフレット」「住宅展示場」となっている 

■公共機関発行のパンフレットに比べて、住宅供給者発行のパンフレットが活用されている割

合が高くなっている 

 

【住宅性能表示制度の認知度】 

・住宅性能表示制度の認知度をみると、｢内容もだいたい知っている」が 52.9％、｢名前くら

いは知っている」が 35.0％となっており、これらをあわせて 87.9％の居住者が住宅性能表

示制度を知っていると答えている。一方、｢まったく知らない」とした居住者は 9.4％であ

る。 

・これを住宅の建て方別にみると、「知っている（内容もだいたい知っている＋名前くらい

は知っている）」は、戸建住宅で 88.6％、共同住宅等で 87.0％であり、「内容もだいた

い知っている」と答えた割合は、共同住宅等に比べて戸建住宅の方が高くなっている（戸

建住宅で 61.0％、共同住宅等で 42.5％）。 
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注）三大都市圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、
　　大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県（計14都府県）である。なお、地域が不詳のものがあるため、三大都市圏
　　とその他の地域の合計は、全国値に一致しない。

0 20 40 60 80

■その他の自由回答

「仕事を通じて（42件）」／「住宅に関する書籍等を読んで（20件）」／「講習会
等に参加して（7件）」など

■住宅性能表示制度を知るとき役に立った媒体

（％）

《マルチアンサー》

（ｎ：住宅性能表示制度を知っている者）

新聞

テレビ

住宅情報誌・一般雑誌等

インターネット

パンフレット

住宅供給者

住宅展示場

知人等

その他

公的機関発行
のもの

住宅供給者発行
のもの

その他

（パンフレットの内訳） 《マルチアンサー》

全国

三大都市圏

その他の地域

（％）0 40 80

（ｎ＝1,294）

（ｎ＝940）

（ｎ＝352）

16.2

14.9

48.7

15.9

73.6

32.3

4.8

6.4

15.4

14.3

47.9

16.9

74.8

32.3

4.8

6.0

18.2

16.8

51.1

13.1

70.7

32.4

4.8

7.7

16.7

77.1

3.4

14.0

80.3

3.4

24.8

67.5

3.4
36.2
37.3
33.2

※）地域が不詳のものを除く。

・また、現在の住宅の形式別にみると、「知っている（内容もだいたい知っている＋名前く

らいは知っている）」は、注文住宅で 88.9％、分譲住宅で 87.1％であり、「内容もだい

たい知っている」と答えた割合は、分譲住宅に比べて注文住宅の方が高くなっている（注

文住宅で 66.4％、分譲住宅で 43.3％）。 

【住宅性能表示制度を知るときに役に立った媒体】 

・ 住宅性能表示制度を知るときに役に立った媒体は、｢住宅供給者」が最も多く 73.6％であり、

｢住宅情報誌・一般雑誌等」の48.7％、｢パンフレット」の36.2％、｢住宅展示場」の32.3％

と続いている《マルチアンサー》。 

・ また、パンフレットの内訳では、｢住宅供給者発行のもの」が 77.1％、｢公共機関発行のもの」

が16.7％となっている。これを地域別にみると、「公的機関発行のもの」は、三大都市圏（14.0

％）に比べてその他の地域（24.8％）において利用されている割合が高く、「住宅供給者発行

のもの」では、その他の地域（67.5％）に比べて三大都市圏（80.3％）において利用されてい

る割合が高くなっている。 
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0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

知っている

無回答

知らない

■住宅性能評価料金の認知度及び評価料金に対する評価

【住宅性能評価料金の認知度】

【住宅性能評価料金を知っている方の住宅性能評価料金に対する評価】

高い

適当

安い

無回答

総　数
（ｎ＝1,294）

（％）

31.4

※（　）は実数

68.2

0.5

（％）

（ｎ＝406）

（406）

52.0 44.3

2.5
1.2

総　数

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100 （％）

無回答

知っている

知らない

■現在の住宅の建て方・形式別／住宅性能評価料金の認知度

【現在の住宅の建て方別】

（％）

（ｎ＝735）

共同住宅等

戸建住宅

（ｎ＝559）
※）現在の住宅の形式は、
　「無回答」を除く。

（ｎ＝545）

分譲住宅

注文住宅

（ｎ＝748）

【現在の住宅の形式別】

51.2 48.6

0.3

5.4 93.9

0.7

62.4 37.2

0.4

8.7 90.8

0.5

（２）住宅性能評価料金の認知度及び性能評価料金に対する評価 

■住宅性能評価料金を知っている居住者は約３割である 

■共同住宅等あるいは分譲住宅に居住する世帯で、性能評価料金の認知度が低くなっている 

■約４割の居住者が、住宅性能評価料金を「適当」と感じている 

 
・ 住宅性能評価料金の認知状況をみると、｢知っている」が 31.4％、｢知らない」が 68.2％と

なっている。住宅性能評価料金を「知っている」と答えた者の割合を現在の住宅の建て方別

にみると、戸建て住宅が 51.2％であるのに対して、共同住宅等では 5.4％と低くなっている。

また、これを現在の住宅の形式別にみると、注文住宅が 62.4％であるのに対して、分譲住

宅では 8.7％と低くなっている。 

・ 住宅性能評価料金に対する居住者の評価をみると、評価料金を「適当」と感じている居住者

は 44.3％である。また、評価料金を「高い」と感じている居住者が 52.0％、「安い」と感

じている居住者は 2.5％となっている。 
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（ｎ＝1,294：住宅性能表示制度を知っている者）

■住宅性能表示制度を活用した住宅のメリットの認知度・魅力度

（％）

住宅の性能が、住宅性能評価書により明確に
表示され、相互に比較できること

住宅供給者との紛争が発生した場合、安価で
迅速な紛争処理が受けられること

資産価値への反映が期待できること

民間住宅ローンの金利や地震保険の保険料
などの優遇措置が用意されていること

0 20 40 60 80 100

第三者機関による評価を受けているので安心
できること

《マルチアンサー》

知っている
（認知度）

魅力を感じる
（魅力度）

72.7

88.9

51.2

56.0

34.9

38.6

68.9

52.7

50.7

44.7

（３）住宅性能表示制度を活用した住宅のメリットの認知度・魅力度 

■約７～９割の居住者に、評価内容の信頼性が高いこと、住宅の性能が相互比較できること

が住宅性能表示制度のメリットであると認知されている 

■「性能の相互比較が可能」と｢評価の信頼性」、「資産価値への反映に対する期待」というメ

リットは魅力度に比べて認知度の方が高く、「安価な紛争処理が利用可能」、「民間ローン等

の優遇措置」というメリットは認知度に比べて魅力度の方が高くなっている 

 
・ 住宅性能表示制度を活用した住宅のメリットの認知度をみると、｢第三者機関による評価を

受けているので安心できること」が88.9％で最も高く、次いで「住宅の性能が、住宅性能評

価書により明確に表示され、相互に比較できること」の 72.7％となっており、｢民間住宅ロ

ーンの金利や地震保険の保険料などの優遇措置が用意されていること｣は34.9％と認知度が

低くなっている《マルチアンサー》。 

・ また、これらのメリットに対する魅力度については、「第三者機関による評価を受けている

ので安心できること」が68.9％で最も高く、次いで「住宅供給者との紛争が発生した場合、

安価で迅速な紛争処理が受けられること」の 52.7％となっている《マルチアンサー》。 

・ なお、｢住宅供給者との紛争が発生した場合、安価で迅速な紛争処理が受けられること」と｢民

間住宅ローンの金利や地震保険の保険料などの優遇措置が用意されていること｣については、

メリットに対する魅力度がメリットの認知度を上回っており、これらのメリットを知らなか

った居住者の中に、これらを魅力的であると感じた居住者が存在することがうかがえる。 
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0 20 40 60 80 100

（ｎ：住宅性能表示制度を
　　　知っている者）

【認知度】

■現在の住宅の建て方・形式別／住宅性能表示制度を活用した住宅のメリットの認知度・魅力度

（％）

住宅の性能が、住宅性能評価書により明確に
示され、相互に比較できること

住宅供給者との紛争が発生した場合、安価で

迅速な紛争処理が受けられること

資産価値への反映が期待できること

民間住宅ローンの金利や地震保険の保険料
などの優遇措置が用意されていること

第三者機関による評価を受けているので安心
できること

《マルチアンサー》

注文住宅

分譲住宅

（ｎ＝545）

（ｎ＝748）

戸建住宅

《現在の住宅の建て方》

《現在の住宅の形式》

共同住宅等

（ｎ＝735）

（ｎ＝559）

※）現在の住宅の形式は、
　「無回答」を除く。

76.5

91.4

58.1

52.7

37.3

67.8

85.5

42.2

60.3

31.7

79.6

91.2

61.8

55.2

38.7

67.6

87.2

43.4

56.4

32.0

0 20 40 60 80 100

【魅力度】

（％）

住宅の性能が、住宅性能評価書により明確に
表示され、相互に比較できること

住宅供給者との紛争が発生した場合、安価で
迅速な紛争処理が受けられること

資産価値への反映が期待できること

民間住宅ローンの金利や地震保険の保険料
などの優遇措置が用意されていること

第三者機関による評価を受けているので安心
できること

《マルチアンサー》

40.5

72.4

52.8

45.0

43.3

36.0

64.2

52.6

58.1

46.5

42.6

71.7

50.1

42.2

42.0

35.6

66.7

54.5

56.8

46.5

・ 評価住宅のメリットに対する認知度、魅力度を現在の住宅の建て方・形式別にみると、ほと

んどの項目について、戸建住宅に比べて共同住宅等の方が、また、注文住宅に比べて分譲住

宅の方が、認知度、魅力度ともに低くなっている《マルチアンサー》。 

・しかし、「資産価値への反映が期待できること」に対する認知度については、共同住宅

等の方が戸建住宅に比べて高いことから、共同住宅等に居住する者の関心の高さがうか

がえる。また、魅力度については、「資産価値への反映が期待できること」と「民間住

宅ローンの金利や地震保険の保険料などの優遇措置が用意されていること」について、

戸建住宅あるいは注文住宅居住者に比べて、共同住宅等あるいは分譲住宅居住者の関心

が高いことが読み取れる。 
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0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

（ｎ＝1,294）

■住宅性能表示制度の認知度・現在の住宅の形式別／現在の住宅が評価住宅であることの認識度

評価住宅である
ことを知っていた

評価住宅である
ことを知らなかった

住宅性能表示制度を知っている世帯

注文住宅

分譲住宅

（％）

無回答

※）現在の住宅の形式は、
　　「無回答」を除く。

（ｎ＝779）

住宅性能表示制度について、
内容もだいたい知っている

（ｎ＝545）

（ｎ＝748）

注文住宅

分譲住宅

（ｎ＝407）

（ｎ＝372）

注文住宅

分譲住宅

（ｎ＝138）

（ｎ＝376）

（％）

（ｎ＝515）

住宅性能表示制度について、
名前くらいは知っている

（％）

91.3 8.0

90.1 8.6

92.1

94.2

93.4

95.2

86.8

80.4

89.1

12.8

18.8

10.6

7.6

4.9

5.2

4.6 0.3

1.5

0.9

0.3

0.7

0.4

0.3

1.3

0.7

（４）評価住宅であることの認識度 

■現在居住している住宅が評価住宅であることを認識しているのは、住宅性能表示制度を知

っている者の約９割である 

■制度の認知度に応じて、評価住宅であることの認識度に差がみられる 

 
・ 住宅性能表示制度を知っていると答えた者のうち、現在居住している住宅が住宅性能表示制

度を活用した住宅であることを「知っていた」居住者は 91.3％であり、｢知らなかった」居

住者は 8.0％となっている。 

・これを住宅性能表示制度の認知度別にみると、「制度の内容もだいたい知っている」と答え

た者では、「知っていた」が 94.2％であるのに対して、「制度の名前くらいは知っている」

と答えた者では 86.8％で、約７ポイントの差があることから、制度に対する認知度に応じ

て、評価住宅であることの認識度に差がみられることがうかがえる。 
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説明を受けた

0 20 40 60 80 100

無回答

■住宅供給者等からの説明の有無とその説明内容

（％）

特に説明を受けていない

68.2

91.1

36.2

23.4

36.3

2.1

1.2

住宅の性能が住宅性能評価書により明確に表示され、
相互に比較できること

第三者機関による評価を受けていること

住宅供給者と紛争が発生した場合、安価で迅速な紛
争処理が受けられること

その他

無回答

民間住宅ローンの金利や地震保険の保険料などの優
遇措置が用意されていること

住宅性能表示制度を活用するには、評価のための料
金が別途必要で、その費用は自己負担になること

82.1 17.0

0.9

総　数

説明を受けた

0 20 40 60 80 100（％）

【説明を受けた内容】 《マルチアンサー》

（ｎ＝1,294）

（1,062） （220）
（12）

※（　）は実数

（ｎ＝1,062：住宅性能表示制度を知っていた居住者のうち、
　　　　　　 　住宅供給者等から説明を受けた者）

（５）住宅供給者等から受けた説明内容 

■住宅供給者等から住宅性能評価に関する説明を受けたのは、住宅性能表示制度を知ってい

る者の約８割である 

■住宅供給者等からの説明内容としては、｢第三者機関による評価を受けていること」｢住宅の 

性能が住宅性能評価書により明確に表示され、相互に比較できること」が多くなっている 

 
・ 住宅性能表示制度を知っていると答えた者のうち、住宅供給者等から住宅性能評価に関する

「説明を受けた」者は 82.1％であり、「特に説明を受けていない」とした者は 17.0％であ

る。 

・ 住宅供給者等から説明を受けた内容をみると、「第三者機関による評価を受けていること

（91.1％）」と「住宅の性能が住宅性能評価書により明確に表示され、相互に比較できるこ

と（68.2％）」が約７～９割と多い一方で、｢住宅性能表示制度を活用するには、評価のた

めの料金が別途必要で、その費用は自己負担になること」は 36.3％、「住宅供給者と紛争

が発生した場合、安価で迅速な紛争処理が受けられること」は 36.2％、｢民間住宅ローンの

金利や地震保険の保険料などの優遇措置が用意されていること」は 23.4％となっている《マ

ルチアンサー》。 
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0 20 40 60 80 100

24.7

①構造の安定に関すること

②火災時の安全に関すること

③劣化の軽減に関すること

④維持管理への配慮に関する
　 こと

⑤温熱環境に関すること

⑥空気環境に関すること

⑦光・視環境に関すること

⑧-１ 音環境に関すること
　　　　（外部騒音）

⑧-２ 音環境に関すること
　　　　（上下階音）

⑧-３ 音環境に関すること
　　　　（隣戸音）

⑨高齢者等への配慮に関する
　 こと

（％）

※〈ゴシック体〉は、重視度
　（重視した＋やや重視した
　 の合計値）を表す。

■現在の住宅を建築又は購入した際の性能表示項目の重視度

重視した

やや重視した

あまり重視しなかった

全く重視しなかった

無回答

（ｎ＝1,473　ただし、⑧-２、⑧-３はｎ＝643（共同住宅のみ対象））

65.5 24.6

7.7
1.0

1.2

33.7

33.1

38.7 23.8

1.9

1.9

2.6

2.2

26.1 39.7 29.7

2.9

1.6

25.2 39.6 29.8

3.3

2.1

35.0 38.3 21.7

3.3

1.7

39.8 39.2 17.7

1.6

1.7

32.0 39.2 18.9

2.2

7.6

47.4

44.5 37.2 14.6

30.837.324.0

36.5 12.4

1.6

1.6

5.8

2.0

2.2

2.0

〈83.9〉

〈81.7〉

〈61.3〉

〈71.2〉

〈79.0〉

〈73.3〉

〈64.8〉

〈65.8〉

〈70.5〉

〈72.4〉

〈90.1〉

37.4

４．住宅取得時の性能項目等の重視度・現在の住宅の満足度等について 

（１）現在の住宅を取得した際の性能項目等の重視度 

① 性能表示項目の重視度 

■「①構造の安定に関すること」を重視した居住者が約９割で最も重視度が高く、最も低い

項目は「⑨高齢者等への配慮に関すること」の約６割となっている 

■性能表示項目に対する重視度が８割を超えている項目は、戸建住宅では「①構造の安定に

関すること」、共同住宅等では「①構造の安定に関すること」、｢⑧音環境に関すること (上

下階音、隣戸音、外部騒音)」「⑦光・視環境に関すること」となっている 

 
・ 現在の住宅を建築又は購入した際の性能表示項目の重視度（重視した＋やや重視した）をみ

ると、「①構造の安定に関すること（90.1％（重視した：65.5％、やや重視した：24.6％））」

が最も重視されており、その他の性能表示項目についても、約６～９割の居住者が重要視し

た（重視した＋やや重視した）と答えている。 

・ 逆に、重要視されなかった性能表示項目（あまり重視しなかった＋全く重視しなかった）は、

順に「⑨高齢者等への配慮に関すること（36.6％ (あまり重視しなかった：30.8％、全く重 
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0 50 100 0 50 100 0 50 100

0 50 100 0 50 100 0 50 100

0 50 100 0 50 100 0 50 100

0 50 100 0 50 100

①構造の安定に関すること

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

無回答

重視した＋やや重視した

あまり重視しなかった＋全く重視しなかった

（％）

95.0

83.8

②火災時の安全に関すること

■現在の住宅の建て方別／
　現在の住宅を建築又は購入した際の性能表示項目の重視度

75.6

（％）

68.3

③劣化の軽減に関すること

77.1

（％）

④維持管理への配慮に関すること

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

（％）

⑤温熱環境に関すること

（％）

⑥空気環境に関すること

（％）

62.0

65.5

66.1

74.8

51.8

78.8

66.1

⑦光・視環境に関すること

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

（％）

⑧－１音環境に関すること（外部騒音）

（％）

⑧－２音環境に関すること（上下階音）

（％）

77.7

80.7

⑧－３音環境に関すること（隣戸音）

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

（％）

⑨高齢者等への配慮に関すること

（％）

64.0

80.7

65.1

56.4

83.9

該当しない

該当しない

81.7

視しなかった：5.8％))｣「⑤温熱環境に関すること（33.1％（あまり重視しなかった：29.8

％、全く重視しなかった：3.3％))」「④維持管理への配慮に関すること（32.6％（あまり

重視しなかった：29.7％、全く重視しなかった：2.9％))」となっている。 

・現在の住宅の建て方別に、現在の住宅を建築又は購入した際に「重視した＋やや重視した」

の割合が８割を超えている項目をみると、戸建住宅では「①構造の安定に関すること（95.0

％）」、共同住宅等では「⑧－２音環境に関すること（上下階音）（83.9％）」、「①構造

の安定に関すること（83.8％）」、「⑧－３音環境に関すること（隣戸音）（81.7％）」、

「⑧－１音環境に関すること（外部騒音）（80.7％）」、「⑦光・視環境に関すること（80.7

％）」となっている。 
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0 20 40 60 80 100

無回答

■現制度の性能表示項目以外に重要視したいと思った性能項目の有無と
重要視したいと思った割合

（％）

ある

特にない
96.5

2.2

1.3

【重要視したいと思った性能項目】 《マルチアンサー》

（1,422） （32）

（19）

※（　）は実数

（ｎ：現制度の性能表示項目以外に重要視
　　　したいと思った性能項目がある者）

（ｎ＝1,422）総数

戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝804）

（ｎ＝6１８）

防犯性

住宅設備の省エネルギー性

振動の伝わりにくさ

給排水の騒音の伝わりにくさ

収納量

インターネット環境

風通しの良さ

日当たりの良さ

その他

0 20 40 60 80 100 （％）

70.1

32.2

16.2

16.5

62.2

33.8

48.3

74.1

3.9

62.2

41.2

17.2

11.4

65.4

29.5

48.4

71.4

3.2

80.0

20.6

15.0

23.1

58.1

39.5

48.2

77.7

4.9

総　数
（ｎ＝1,473）

■その他の自由回答

「デザイン・機能性等設計のよさ（8件）」／「駐車場の利便性など（4件）」／「オー
ル電化住宅、放送受信設備等住宅設備のグレード（4件）」／「内装仕上げのよさ
（3件）」／「マンションのコミュニティ・防犯体制の充実度（2件）」など

② 性能表示項目以外に重視したいと思った性能項目 

■ほとんどの居住者が、現制度の性能表示項目以外に重要視したいと思った性能項目があっ

たと答えている 

■重要視したいと思った性能項目は、多い順に「日当たりの良さ」「防犯性」「収納量」「風通

しの良さ」となっている 

 
・ 現制度の性能表示項目以外に重要視したいと思った性能項目が「ある」と答えた居住者は

96.5％であり、｢特にない」は 2.2％である。 

・ 重要視したいと思った性能項目をみると、「日当たりの良さ（74.1％)」が最も多く、｢防犯

性（70.1％)｣、｢収納量（62.2％)｣、｢風通しの良さ（48.3％)」と続いており、｢振動の伝わ

りにくさ（16.2％)」や「給排水の騒音の伝わりにくさ（16.5％)」はそれほど重要視されて

いないことがわかる《マルチアンサー》。 
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■現在の住宅を建築又は購入した際の重視項目

《マルチアンサー》

（ｎ＝1,473）

価格

住宅の広さ・間取りプラン

住宅の性能

住宅性能表示制度の活用

住宅設備の仕様

生活の利便性

住宅周辺の環境・景観

住宅供給者の信頼性

住宅供給者のアフターサービス

その他

無回答

性能表示制度に
関する項目

0 20 6040 80 （％）

56.3

58.5

38.7

7.5

9.3

49.1

27.8

35.8

9.6

2.3

0.7

■その他の自由回答

「従前の住宅と同じ生活圏や親子近居を実現できる立地条件（9件）」／「外観
やインテリアのデザイン（5件）」／「ライフスタイルに合った住宅条件（3件）」など

③ 住宅取得時に重視した項目 

■｢住宅の性能」に比べて住宅取得時に重視した項目は、多い順に「住宅の広さ・間取りプラ

ン」「価格」「生活の利便性」となっている 

 
・ 現在の住宅を建築又は購入する際に重視した項目は、｢住宅の広さ・間取りプラン」が 58.5

％で最も多く、｢価格（56.3％)」、｢生活の利便性（49.1％)」と続いており、これらの項目

が「住宅の性能（38.7％)」に比べて重視された項目となっている《マルチアンサー》。 
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0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

（％）

満足している

まあ満足している

多少不満がある

非常に不満がある

わからない

無回答

■現在の住宅に対する満足度

37.5 44.5

5.4 1.1

9.2 2.4

23.0 52.2 8.0

0.4

13.2 3.2

2.7

17.5

17.9

53.5 11.1 13.8

48.3 11.3
1.8

1.3

17.7

3.5

2.3

20.8 49.8 14.8 10.3
1.6 2.6

27.6 52.8 9.4

0.7 2.5

31.8 48.3 12.4

7.1
1.7 3.1

8.9

29.7

23.2

49.1

43.1 19.3

10.9

3.1 2.5

3.7

2.5

24.5 43.5 16.6
1.7

4.0

4.8

8.9

23.3 51.3 8.9

0.5

12.0 3.9

18.8 61.6 9.8

1.2

8.6

30.1 53.8 12.1

2.3

2.3

1.7

（％）

（ｎ＝1,473）

〈80.4〉

〈82.0〉

〈75.2〉

〈66.2〉

〈71.0〉

〈70.6〉

〈80.4〉

〈80.1〉

〈66.3〉

〈78.8〉

〈68.0〉

〈74.6〉

〈83.9〉

〈79.5〉

①構造の安定に関すること

②火災時の安全に関すること

③劣化の軽減に関すること

④維持管理への配慮に関する
　 こと

⑤温熱環境に関すること

⑥空気環境に関すること

⑦光・視環境に関すること

⑧-１ 音環境に関すること
　　　　（外部騒音）

⑧-2 音環境に関すること
　　　　（上下階音）

⑧-3 音環境に関すること
　　　　（隣戸音）

⑨高齢者等への配慮に関する
　 こと

●９つの性能表示項目の総合評価

●現在の住宅に対する総合評価

※〈ゴシック体〉は、満足度
　（満足している＋まあ満足
　 しているの合計値）を表す。

0 20 40 60 80 100 （％）

24.9 54.6 18.2

出典：平成10年住宅需要実態調査
　　　（国土交通省）

※1）凡例は、上のグラフに同じ
※2）「不明」は除く

平成９年～10年までに
建築された住宅に居住
する世帯（全国）

【参考】

（ｎ＝1,473

ただし、⑧-２、⑧-３はｎ＝643
　（共同住宅のみ対象））

（２）現在の住宅に対する満足度 

■現在の住宅に対する総合評価について、約３割の居住者が「満足している」と答え、｢まあ

満足している」とあわせると、８割以上の居住者が現在の住宅に満足感を抱いている 

■ほとんどの性能表示項目について、約７～８割の居住者が、現在の住宅の性能に満足感を

抱いている 

 
・ 現在の住宅に対する総合評価は、「満足している」が 30.1％、「まあ満足している」が 53.8

％となっており、これらをあわせた 83.9％の居住者が満足感（満足している＋まあ満足し

ている）を抱いている。 

・ ９つの性能表示項目に対する満足度（満足している＋まあ満足している）をみると、80.4

％となっており、現在の住宅に対する総合評価の満足度を 3.5 ポイント下回っている。 
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0 50 100 0 50 100 0 50 100

0 50 100 0 50 100 0 50 100

0 50 100 0 50 100

0 50 100 0 50 100 0 50 100

0 50 100 0 50 100

①構造の安定に関すること

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

わからない 無回答

満足している＋まあ満足している

多少不満がある＋非常に不満がある

（％）

②火災時の安全に関すること

■現在の住宅の建て方別／現在の住宅に対する満足度

（％）

③劣化の軽減に関すること

（％）

④維持管理への配慮に関すること

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

（％）

⑤温熱環境に関すること

（％）

⑥空気環境に関すること

（％）

●現在の住宅に対する総合評価

●９つの性能表示項目別の評価

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

（％）

●９つの性能表示項目の総合評価

（％）

⑦光・視環境に関すること

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

（％）

⑧-1音環境に関すること（外部騒音）

（％）

⑧-3音環境に関すること（隣戸音）

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

戸建住宅

共同住宅等

（％）

⑨高齢者等への配慮に関すること

（％）

⑧-2音環境に関すること（上下階音）

（％）

89.7

76.6

83.9

76.1

86.6

75.9

75.3

65.5

81.3

78.5

71.7

63.3

76.2

72.6

76.4

73.8

75.8

64.0

66.3

85.0

74.3

78.8

該当しない

該当しない

71.7

59.1

・ 性能表示項目別にみると、｢①構造の安定に関すること（82.0％（満足している：37.5％、

まあ満足している：44.5％))」が最も満足度が高くなっている。 

・現在の住宅の建て方別に、現在の住宅に対する性能表示項目等の満足度（満足している＋ま

あ満足している）をみると、「現在の住宅に対する総合評価」「９つの性能表示項目の総合

評価」その他の９つの性能表示項目別の評価において、戸建住宅に比べて共同住宅等で満足

度が低いことがうかがえる。 

・９つの性能表示項目別の満足度を住宅の建て方別にみると、満足度が８割を超えているのは、

戸建住宅の「①構造の安定に関すること（86.6％）」「⑥空気環境に関すること（85.0％）」

「⑦光・視環境に関すること（81.3％）」となっている。 
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0 20 40 60 80 100（％）

0 20 40 60 80 100

住宅性能表示制度を
知っている世帯

【現在の住宅の建て方別】

無回答

勧めたい

■現在の居住形態別／住宅性能表示制度を知人等に勧める意向の有無

（％）

どちらともいえない

勧めたくない
48.9 48.9

0.6

（633） （633）

（8）

（ｎ＝735）

共同住宅等

戸建住宅

（ｎ＝559）

（ｎ＝545）

分譲住宅

注文住宅

（ｎ＝748）

【現在の住宅の形式別】

52.7 44.8

44.0 54.4

51.9 44.8

46.7 52.0

0.90.7

0.4

0.6

0.7

（ｎ＝1,294）

1.5 （20）

2.2

2.8

0.7

※１）（　）は実数

※２）現在の住宅の形式は、
　　「無回答」を除く。

（３）住宅性能表示制度を知人等に勧める意向の有無 

■住宅性能表示制度を知人等に「勧めたい」と考える者が約半数、｢どちらともいえない」と

考える者が約半数となっている 

 
・ 住宅性能表示制度を知っている者のうち、制度を知人等に「勧めたい」と考える者が 48.9

％、｢どちらともいえない」と考える者が 48.9％となっており、「勧めたくない」と考える

者は 1.5％となっている。 

・制度を知人等に「勧めたい」と考える者の割合を現在の住宅の建て方別にみると、戸建住宅

で 52.7％、共同住宅等で 44.0％、現在の住宅の形式別にみると、注文住宅で 51.9％、分譲

住宅で 46.7％となっている。 
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0 20 40 60 80 100

（ｎ＝392）

満足している

（ｎ＝706）

まあ満足している

（ｎ＝146）

多少不満がある

（ｎ＝27）

非常に不満がある

（％）

61.0 37.8

1.0 0.3

■現在の住宅に対する満足度別／住宅性能表示制度を知人等に勧める意向の有無

勧めたい

どちらともいえない

勧めたくない

無回答
45.5 52.5

1.3 0.7

37.7 58.2

2.7 1.4

22.2 70.4 7.4

0 20 40 60 80 100

（ｎ＝746）

不具合があった

（％）

49.9 47.6

1.7

（ｎ＝536）

0.8

47.6 50.7

■不具合の有無別／住宅性能表示制度を知人等に勧める意向の有無

不具合はない
1.3 0.4

勧めたい

どちらともいえない

勧めたくない

無回答

・制度を知人等に「勧めたい」と考える者の割合を現在の住宅に対する満足度別にみると、現

在の住宅に対する満足度が高いほど、制度を知人等に「勧めたい」と考える者の割合が高く

なっている（現在の住宅に「満足している」居住者のうち制度を知人等に「勧めたい」とし

た者が 61.0％である一方、現在の住宅に「非常に不満がある」居住者のうち「勧めたい」

としたのは 22.2％である）。 

・また、制度を知人等に「勧めたい」と考える者の割合を住宅に関する不具合の有無別にみる

と、「不具合があった」と答えた居住者で 49.9％、「不具合はない」と答えた居住者で 47.6

％となっている。 
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0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

■室内化学物質濃度の測定有無・今後の測定意向

測定したことがある

測定したことはない

無回答

無回答

費用が自己負担でなくても、
測定しなくてよい

費用が自己負担であれば、
測定しなくてよい

費用が自己負担になっても、
測定したいと思う

7.7 （113）

（ｎ＝1,346）

【「測定したことはない」と答えた者の今後の測定意向】

1.0

（14）

（％）

91.4

（1,346）

（％）

15.8 62.7 19.5 2.0

※）（　　）は実数

総　数
（ｎ＝1,473）

（４）室内化学物質濃度の測定意向 

■約８％の居住者が、室内化学物質濃度を「測定したことがある」としている 

■室内化学物質濃度の測定を行っていない世帯のうち、約 16％の居住者が自己負担でも測定

したいとしている（約６割は、費用が自己負担であれば測定しなくてよいとしている） 

 
・ 室内空気中の化学物質（ホルムアルデヒド等）の濃度測定について、｢測定したことがある」

と答えた住宅は 7.7％であり、｢測定したことはない」と答えた住宅が 91.4％を占めている。 

・ 室内化学物質濃度を｢測定したことはない｣と答えた者のうち、｢費用が自己負担になっても、

測定したいと思う」とする者が 15.8％、「費用が自己負担であれば、測定しなくてよい」

とする者が 62.7％となっている。なお、｢費用が自己負担でなくても、測定しなくてよい」

と答えた者は 19.5％であった。 

 



－35－ 

0 20 40 60 80 100

（ｎ＝1,473）

■補修が必要となる不具合の発生状況

総　数 不具合があった

不具合はない

無回答

不具合があった

《戸建》

不具合はない

不具合が見つかった

《共同建》

不具合を指摘した

不具合は一切無かった

（％）

1.2

0.6

0.9

戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝830）

（ｎ＝643）

52.8 46.6

61.4 37.3

56.6 42.6

出典：平成12年度住宅・建築主要データ調査報告－居住性調査編－（住宅金融公庫）

※）次の融資を受け、居住１年程度経過した者を調査対象としている。
　　戸建：マイホーム新築融資（一般貸付け）／共同建：優良分譲住宅購入資金融資

0 20 40 60 80 100（％）

戸建
（ｎ＝6,051）

共同建
（ｎ＝ 829）

【参考】　公庫融資新築住宅における不具合の有無

54.8

72.0 18.99.0

45.2

不具合が発生した〈81.0％〉

５．入居後における不具合について 

（１）不具合の発生状況 

■入居後、過半数の住宅で補修が必要となる不具合が発生している 

■不具合が発生した部位は、多い順に「開口部・建具」「床」「内壁」「設備機器」となっている 

■不具合の内容は、多い順に「作動不良」「はがれ・外れ」「隙間」「床鳴り」となっている 

 

【補修が必要となる不具合（以下、「不具合」という。）の有無】 

・ 入居後、｢不具合があった」と答えた住宅は56.6％であり、｢不具合はない」と答えた住宅が

42.6％となっている。 

・これを住宅の建て方別にみると、戸建住宅の 52.8％の住宅で、共同住宅等の 61.4％の住宅

で不具合が発生していることになる。 

・公庫融資新築住宅における不具合の有無をみると、戸建の 54.8％、共同建の 81.0％（不具

合が見つかった＋不具合を指摘した）で不具合が発生しており、これと、対象とした評価住

宅の不具合の発生状況を比較すると、対象とした評価住宅の方が不具合の発生割合が低いこ

とがうかがえる。 
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0 20 40 60 80 100

■補修が必要となる不具合の発見時期・部位・内容

（％）

不具合件数

戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝943）

（ｎ＝495）

（ｎ＝448）

入居後１ヶ月以上３ヶ月未満

入居後３ヶ月以上６ヶ月未満

入居後６ヶ月以上９ヶ月未満

入居後９ヶ月以上１年未満

入居した月

発
見
時
期

【発見時期】

入居後１年以上

5.5

6.5 39.6 26.3 12.3 9.9

5.7

9.1 38.2 22.6 12.5 11.9

5.4

3.6

41.1 30.4 12.1 7.6

３ヶ月未満（46.1％）

（47.3％）

（44.7％）

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

【 部　位 】

（％）

基礎

外壁

内壁

屋根

開口部・

建具

排水配管

設備機器

その他
床

部

位

不具合件数

戸建住宅

共同住宅等

1.3 5.0

18.5

1.3

19.5 30.1 15.6

2.2

2.0
6.1

16.2

2.2

0.2

14.2 32.7 15.5

2.9

0.5

21.1 25.7 27.0 15.8

4.7 1.3

（ｎ＝1,280）

（ｎ＝684）

（ｎ＝596）

【 内　容 】
不具合件数

※各グラフの不具合件数は、お答えいただいた不具合事例を合計したものである。
　なお、無回答を除いた有効回答を合計したものであるため、合計値は一致しない。

戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝1,261）

（ｎ＝673）

（ｎ＝588）

（％）

内

容8.8

13.7 21.78.2

1.7 3.6

13.5

3.9

2.5 3.9

13.8 19.2 24.4

0.7

7.3

7.713.6

11.4

24.7 15.87.7 20.7

3.2

ひび割れ

雨漏り

漏水

傾斜

隙間

床鳴り

排水不良

作動不良

その他

はがれ・
外れ

3.7

6.5

8.0

3.6

4.6

2.4

22.7

4.2

7.5

3.6

【不具合の発見時期】 

・不具合の発見時期をみると、約半数（46.1％）が入居後３ヶ月未満の時期に発見されている。 

・これを現在の住宅の建て方別にみると、戸建住宅で入居した月に不具合が発見される割合

（9.1％）が高くなっている。 

【不具合の部位】 

・ 不具合が発生した部位は、「開口部・建具」の 30.1％が最も多く、｢床（19.5％)」、｢内壁

(18.5％)｣、｢設備機器（15.6％)」と続いている。 

【不具合の内容】 

・ 不具合の内容は、「作動不良」の 22.7％が最も多く、「はがれ・外れ（21.7％)」、「隙間

（13.7％)｣、「床鳴り（13.5％)」と続いており、既存住宅で発生する不具合として最も多

いといわれている「雨漏り」は 1.7％にとどまっている。 

・これを現在の住宅の建て方別にみると、戸建住宅では「作動不良（24.4％）」が最も多く、

共同住宅等では「はがれ・外れ（24.7％）」が最も多くなっている。 
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0 100 200 300 400

■不具合の部位別／不具合の内容

ひび割れ

※）（　　）は、各部位別不具合
　　件数に占める割合
　　（主なもののみを表記）

雨漏り

漏水

傾斜

隙間

床鳴り

排水不良

作動不良

その他

はがれ・
外れ

27件

247件

81件

192件

16件

《不具合の部位》
《不具合の内容》

外壁

床

開口部・建具

排水配管

設備機器

その他

（件）

（21.3）

（57.9）

（60.9）

（19.7）

（37.0）

（63.2）

（15.3） （42.1）

内壁

基礎

屋根

233件

64件

17件

（43.8） （29.7）

（52.9）

（32.1）

380件

0 2 4 6 8 10

0 5 10 15 20 25

その他

床鳴り

振動・揺れ

断熱不良

虫害

漏水

雨漏り

しみ

変色

汚れ

沈下

結露

浮き・ふくれ

剥がれ・外れ

たわみ

作動不良

不陸

異常音

欠損

隙間

傾斜

ひび割れ

遮音不良

出典：相談統計年報2003（2000年度～2002年度の相談内容の集計・分析）
　　　（（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター、2003年11月）

《不具合の内容》

2001年度

2002年度

【参考】　評価住宅に関する相談件数

（件）

8件8

7件6

7件6

1

1
20件182

14件13

10件10

10件10

1

5件4

5件5

4件4

4件4

1

2件1

1件1

1

6件6

5件32

5件5

4件4

3件3

2件2

2件2

2件2

2件2

1件1

1件1

1件1

1件1

1件1

1件1

1件1

1件1

1件1

1件1

9件9

開口部・建具

床

内壁

設備機器

外壁

基礎

天井

地盤

給水・給湯配管

その他

《不具合の部位》

（件）

【不具合の部位別／不具合の内容】 

・不具合が発生した部位別にみた不具合の内容の主なものをみると、次のとおりとなる。 

《開口部・建具》 …380 件のうち、「作動不良」 が約４割、「隙間」 が約２割 

《床》 …247 件のうち、「床鳴り」が約６割 

《内壁》 …233 件のうち、「はがれ・外れ」が約６割、「隙間」が約２割 

《設備機器》 …192 件のうち、「作動不良｣が約６割 

《排水配管》 …81件のうち、「排水不良」が約４割、｢漏水」が約３割 

《外壁》 …64件のうち、「ひび割れ」が約４割、「はがれ・外れ」が約３割 

《基礎》 …17件のうち、「ひび割れ」 が約半数 

《屋根》 …16件のうち、「雨漏り」 が約１／４ 
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■不具合の処理状況

不具合件数

戸建住宅

共同住宅等

（ｎ＝1,175）

（ｎ＝638）

（ｎ＝537）

（％）

住宅供給者と現在協議中

その他

修繕対応済み（解決済み）

72.5 16.2 11.3

65.7 19.9 14.3

78.2 13.0 8.8

0 20 40 60 80 100

■現在の住宅の入居期間別／不具合の処理状況

入居３ヶ月未満
（H16.1～） （ｎ＝7）

入居３ヶ月以上６ヶ月未満
（H15.10～12） （ｎ＝103）

入居６ヶ月以上９ヶ月未満
（H15.7～9） （ｎ＝299）

入居１年以上
（～H15.3） （ｎ＝414）

入居９ヶ月以上１年未満
（H15.4～6） （ｎ＝136）

（％）

73.2 14.0 12.7

75.0 14.0 11.0

68.6 20.0 11.4

79.6 11.7 8.7

57.1 42.9
住宅供給者と現在協議中

その他

修繕対応済み（解決済み）

※）現在の住宅の入居期間が「不明」
　　 のものを除く。

（２）不具合の処理状況 

■不具合の約７割が、修繕対応済み（解決済み）となっている 

 
・ 発生した不具合のうち、｢修繕対応済み（解決済み)」が 72.5％、｢住宅供給者と現在協議中」

が 16.2％となっている。 

・｢修繕対応済み（解決済み)」の割合を住宅の建て方別にみると、戸建住宅で 78.2％、共同

住宅等で 65.7％となっている。 

・さらに、現在の住宅への入居期間別にみると、入居１年以上の住宅においても「住宅供給者

と現在協議中」の住宅が２割存在していることがわかる。 

 


